
 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 結果の概要



Ⅱ 結果の概要 

 

1 概況 

宮城県内の事業所数は 11万 209事業所(うち民営は 10万 6937事業所)，従業者数は 112

万 793人(うち民営は 103万 2237人) 

平成 21 年経済センサス‐基礎調査によって得られた，平成 21 年 7 月 1 日現在の宮城県

の事業所数は 11万 209事業所で，従業者数は 112万 793人であった。 

 

1－1 全国及び東北 6 県における宮城県の位置について 

【表 1 図 1－1，2】 

事業所数 

全国の事業所数は，604 万 3300 事業所であり，うち宮城県は 11 万 209 事業所で全国の

構成割合 1.8％を占め 47都道府県中 17位となっている。 

東北 6県の事業所数は 47万 282事業所で，宮城県は東北 6県の構成割合 23.4％を占め 1

位となっている。 

従業者数 

全国の従業者数は，6286万 514人であり，うち宮城県は 112万 793人で全国の構成割合

1.8％を占め 47都道府県中 15位となっている。 

東北 6 県の従業者数は 432 万 7070 人で，宮城県は東北 6 県の構成割合 25.9％を占め 1

位となっている。 

また 1事業所当たりの従業者数をみてみると，全国では 10.4人となっている。東京都の

13.7人が最も多く，宮城県は 10.2人であった。 

 

表 1 全国，東北 6県の事業所数・従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数 構成割合（%） 従業者数 構成割合（%）
1事業所当たり
の従業者数

(人)

全 国 計 6,043,300 100.0 62,860,514 100.0 10.4

東 北 6 県 計 470,282 7.8 (100.0) 4,327,070 6.9 (100.0) 9.2

青 森 68,415 1.1 (14.5) 608,847 1.0 (14.1) 8.9

岩 手 67,230 1.1 (14.3) 605,948 1.0 (14.0) 9.0

宮 城 110,209 1.8 (23.4) 1,120,793 1.8 (25.9) 10.2

秋 田 58,108 1.0 (12.4) 495,821 0.8 (11.5) 8.5

山 形 64,257 1.1 (13.7) 552,196 0.9 (12.8) 8.6

福 島 102,063 1.7 (21.7) 943,465 1.5 (21.8) 9.2

構成割合の( )内の数値は東北6県における構成割合
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図 1－1 全国における宮城県の位置 
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図 1‐2 東北 6県事業所，従業者数構成割合 
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2 産業別 

2－1 産業大分類別                      【表 2－1 図 2－1】 

事業所数，従業者数ともに全産業に占める割合が最も高い産業大分類は「卸売業，小

売業」                            

産業大分類別に事業所数をみると，「卸売業，小売業」が 3万 1111事業所と全事業所の

構成割合 28.2％を占め最も多く，次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 1万 2900事業所

で同 11.7％，「建設業」が 1万 1693事業所で同 10.6％となっており，上位 3業種で全体

の半分を占めている。 

従業者数をみると，「卸売業，小売業」が 25万 6178人と全従業者数の構成割合 22.9％

を占めて最も多く，次いで「製造業」が 12 万 7416 人で同 11.4％，「医療，福祉業」が

10万 5783人で同 9.4％となっており，上位 3業種で全体の 4割を占めている。 

1事業所当たりの従業者数をみてみると「電気・ガス・熱供給・水道業」が 48.8人と最

も多く，次いで「公務」が 41.5人となっている。一方，「不動産業，物品賃貸業」が 3.5

人，「生活関連サービス業，娯楽業」が 4.7人と低くなっている。 

 

2－2 産業分類別男女比                     【表 2－2 図 2－2】 

産業大分類別でみた従業者数の男女比は，男性が「電気・ガス・熱供給・水道業」，

女性が「医療，福祉」で最も高い 

産業大分類別に従業者数の男女比をみると，男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」が

87.8％と最も高く，次いで「運輸業，郵便業」で 84.4％，「建設業」で 84.2％など 5 つ

の業種で男性比率が 8割を超えている。それに対して女性は「医療，福祉」が 74.0％と最

も高く，次いで「宿泊業,飲食サービス業」で 62.9％，「生活関連サービス業，娯楽業」

で 59.9％となっており，女性比率が 8割を超える業種は無かった。 
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表 2－1 産業大分類別事業所，従業者数 

 

構成割合(％) 構成割合(％)

A～S 全 産 業 110,209 100.0 1,120,793 100.0 10.2
A～R 全 産 業 （ 公 務 を 除 く ） 109,238 99.1 1,080,517 96.4 9.9
A～B 農 林 漁 業 707 0.6 9,091 0.8 12.9
A 農 業 ， 林 業 575 0.5 7,343 0.7 12.8
B 漁 業 132 0.1 1,748 0.2 13.2

C～S 非 農 林 漁 業 109,502 99.4 1,111,702 99.2 10.2
C 鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 56 0.1 411 0.0 7.3
D 建 設 業 11,693 10.6 94,971 8.5 8.1
E 製 造 業 6,020 5.5 127,416 11.4 21.2
F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 162 0.1 7,910 0.7 48.8
G 情 報 通 信 業 1,209 1.1 24,192 2.2 20.0
H 運 輸 業 ， 郵 便 業 3,156 2.9 70,368 6.3 22.3
I 卸 売 業 ， 小 売 業 31,111 28.2 256,178 22.9 8.2
J 金 融 業 ， 保 険 業 1,772 1.6 26,667 2.4 15.0
K 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 7,826 7.1 27,701 2.5 3.5
L 学術研究，専門・技術サービス業 4,189 3.8 30,276 2.7 7.2
M 宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 12,900 11.7 94,026 8.4 7.3
N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 10,057 9.1 47,357 4.2 4.7
O 教 育 ， 学 習 支 援 業 4,359 4.0 58,965 5.3 13.5
P 医 療 ， 福 祉 6,418 5.8 105,783 9.4 16.5
Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 720 0.7 8,428 0.8 11.7
R サービス事業（他に分類されないもの） 6,883 6.2 90,777 8.1 13.2
S 公務（他に分類されるものを除く） 971 0.9 40,276 3.6 41.5

産業大分類

宮城県

事業所数 従業者数
1事業所当たりの

従業者数

 

 

 

 

 

 

 

図 2‐1 産業大分類別従業者数及び 1事業所当たりの従業者数 
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表 2－2 産業大分類，男女別従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※男女の内訳が不詳の事業所を含むため，男女計は一致しない。 

  

 

図 2－2 産業大分類別，男女比 
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教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス事業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

男 女
 

男 女 男 女

110,209 1,120,793 634,775 485,279 56.6 43.3

A 農 業 ， 林 業 575 7,343 4,922 2,421 67.0 33.0

B 漁 業 132 1,748 1,452 296 83.1 16.9

C 鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 56 411 333 78 81.0 19.0

D 建 設 業 11,693 94,971 80,002 14,969 84.2 15.8

E 製 造 業 6,020 127,416 78,729 48,687 61.8 38.2

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 162 7,910 6,947 963 87.8 12.2

G 情 報 通 信 業 1,209 24,192 17,018 7,092 70.3 29.3

H 運 輸 業 ， 郵 便 業 3,156 70,368 59,374 10,994 84.4 15.6

I 卸 売 業 ， 小 売 業 31,111 256,178 133,594 121,980 52.1 47.6

J 金 融 業 ， 保 険 業 1,772 26,667 12,083 14,584 45.3 54.7

K 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 7,826 27,701 17,148 10,553 61.9 38.1

L 学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 4,189 30,276 21,340 8,936 70.5 29.5

M 宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 12,900 94,026 34,794 59,179 37.0 62.9

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 10,057 47,357 18,982 28,375 40.1 59.9

O 教 育 ， 学 習 支 援 業 4,359 58,965 31,364 27,601 53.2 46.8

P 医 療 ， 福 祉 6,418 105,783 27,482 78,301 26.0 74.0

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 720 8,428 5,349 3,079 63.5 36.5

R サービス事業（他に分類されないもの） 6,883 90,777 51,951 38,826 57.2 42.8

S 公務（他に分類されるものを除く） 971 40,276 31,911 8,365 79.2 20.8

従業者事業所産業大分類
男女比(％)

A～S 全産業
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3 経営組織別 

3－1 経営組織別事業所数と従業者数                【表 3－1 図 3】 

「法人」の割合が事業所数，従業者数ともに最も多い。 

経営組織別で事業所数をみると，「民営」が10万6937事業所で全事業所の構成割合97.0％

を占めている。「国，地方公共団体」は 3,272 事業所で同 3.0％となっている。 

「民営」のうち,「個人経営」は 4 万 3486 事業所で同 39.5％，「法人」は 6 万 2963 事

業所で同 57.1％となっており，うち「会社」が 5万 6144事業所で同 50.9％となっており,

全体の半数を占めている。 

従業者数をみると，「民営」が 103 万 2237 人で全従業者数の構成割合 92.1％を占め，

「国，地方公共団体」は同 7.9％となっている。 

「民営」のうち，「個人経営」は 12万 1288人で同 10.8％，「法人」は 90万 8828人で

同 81.1％となっており，うち「会社」が 77万 6407 人で同 69.3％となっており，全体の 7

割近くを占めている。 

 

3－2 経営組織別（「法人」「個人」）産業大分類(民営 非農林漁業)   【表 3－2，3】 

事業所数は「生活関連サービス業，娯楽業」「宿泊業，飲食サービス業」「教育学習

支援業」で「個人」が「法人」を上回っている。 

従業者数は非農林漁業すべてで「法人」が「個人」を上回っている。 

民営の事業所（非農林漁業）を産業大分類別に法人個人別の割合をみると，「個人」で

は，「生活関連サービス業，娯楽業」で 71.2％と最も高く，次いで「宿泊業，飲食サービ

ス業」が 63.7％，「教育，学習支援業」が 60.7％となっており，この 3 業種は事業所数

で「法人」を上回っている。 

「法人」では，「電気・ガス・熱供給・水道業」で 100％と最も高く，産業内すべての

民営事業所が法人である。次いで「情報通信業」が 96.2％，「鉱業，採石業，砂利採取業」

が 94.6％と高くなっている。 

民営事業所の従業者数（非農林漁業）を産業大分類別に法人個人別の割合をみると，「個

人」では，「生活関連サービス業，娯楽業」で 28.7％と最も高く，次いで「宿泊業，飲食

サービス業」が 27.9％，「不動産業，物品賃貸業」が 20.5％と高くなっている。 

「法人」では，「電気・ガス・熱供給・水道業」で 100％と最も高く，次いで「情報通

信業」が 99.5％，「鉱業，採石業，砂利採取業」が 99.0％と高くなっている。 
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表 3－1 経営組織別 事業所数，従業者数 

総数に占める
割合(％)

総数に占める
割合(％)

総数 110,209 100.0 1,120,793 100.0

民営 106,937 97.0 1,032,237 92.1

個人経営 43,486 39.5 121,288 10.8

法人 62,963 57.1 908,828 81.1

会社 56,144 50.9 776,407 69.3

株式会社 55,478 50.3 769,174 68.6

合名・合資会社 353 0.3 1,840 0.2

合同会社 102 0.1 502 0.0

相互会社 186 0.2 4,585 0.4

外国の会社 25 0.0 306 0.0

会社以外の法人 6,819 6.2 132,421 11.8

法人でない団体 488 0.4 2,121 0.2

国，地方公共団体 3,272 3.0 88,556 7.9

事業所数 従業者数経営組織

 

 

 

 

 

図 3 経営組織別事業所数及び従業者数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3－2 産業大分類，経営組織別事業所数，従業者数(民営) 
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表 3－2 産業大分類，経営組織別事業所数，従業者数(民営) 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

A～R 全 産 業 （ 公 務 を 除 く ） 106,937 1,032,237 43,486 121,288 62,963 908,828

A 農 業 ， 林 業 549 7,201 - - 535 7,097

B 漁 業 130 1,742 - - 129 1,741

C～R 非 農 林 漁 業 106,258 1,023,294 43,486 121,288 62,299 899,990

C 鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 56 411 3 4 53 407

D 建 設 業 11,693 94,971 3,859 10,740 7,831 84,220

E 製 造 業 6,016 127,406 1,662 5,440 4,337 121,851

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 70 5,537 - - 70 5,537

G 情 報 通 信 業 1,209 24,192 42 100 1,163 24,073

H 運 輸 業 ， 郵 便 業 3,138 68,933 572 1,026 2,550 67,821

I 卸 売 業 ， 小 売 業 31,110 256,175 10,766 33,413 20,311 222,598

J 金 融 業 ， 保 険 業 1,772 26,667 206 401 1,563 26,247

K 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 7,809 27,655 3,784 5,665 4,006 21,938

L 学術研究，専門・技術サービス業 4,114 28,042 1,578 4,058 2,525 23,966

M 宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 12,824 93,032 8,163 25,952 4,647 66,921

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 9,977 47,026 7,105 13,510 2,861 33,476

O 教 育 ， 学 習 支 援 業 3,184 33,892 1,932 4,196 1,237 29,637

P 医 療 ， 福 祉 5,810 91,272 2,690 13,825 3,094 77,291

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 719 8,427 71 173 647 8,252

R サービス事業（他に分類されないもの） 6,757 89,656 1,053 2,785 5,404 85,755

うち法人

産 業 分 類

総数(民営)
うち個人

 
 

 

表 3－3 産業大分類，経営組織別事業所数，従業者数構成割合(民営) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数
構成割合
(％)※

従業者数
構成割合
(％)※

事業所数
構成割合
(％)※

従業者数
構成割合
(％)※

A～R 全 産 業 （ 公 務 を 除 く ） 40.7 11.8 58.9 88.0
A 農 業 ， 林 業 - - - -
B 漁 業 - - - -

C～R 非 農 林 漁 業 40.9 11.9 58.6 88.0
C 鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 5.4 1.0 94.6 99.0
D 建 設 業 33.0 11.3 67.0 88.7
E 製 造 業 27.6 4.3 72.1 95.6
F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 - - 100.0 100.0
G 情 報 通 信 業 3.5 0.4 96.2 99.5
H 運 輸 業 ， 郵 便 業 18.2 1.5 81.3 98.4
I 卸 売 業 ， 小 売 業 34.6 13.0 65.3 86.9
J 金 融 業 ， 保 険 業 11.6 1.5 88.2 98.4
K 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 48.5 20.5 51.3 79.3
L 学術研究，専門・技術サービス業 38.4 14.5 61.4 85.5
M 宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 63.7 27.9 36.2 71.9
N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 71.2 28.7 28.7 71.2
O 教 育 ， 学 習 支 援 業 60.7 12.4 38.9 87.4
P 医 療 ， 福 祉 46.3 15.1 53.3 84.7
Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 9.9 2.1 90.0 97.9
R サービス事業（他に分類されないもの） 15.6 3.1 80.0 95.6

※各産業分類総数の構成割合

個人 法人

産 業 分 類
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4 従業者規模別 

4－1 従業者規模別事業所数，従業者数                【図 4】 

従業者数「1～4 人」規模の事業所数が全体の 5割以上  

従業者規模別に，事業所数をみると「1～4 人」規模の事業所数が 6 万 3378 事業所で最

も多く，事業所数全体の構成割合 57.5％を占めている。次いで，「5～9 人」規模が 2 万

1965 事業所で同 19.9％，「10～19 人」規模が 1 万 3355 事業所で同 12.1％の順となって

おり，従業者規模に比例して事業所数は減少している。 

従業者をみると，「10～19 人」規模が 18 万 305 人で最も多く，従業者数全体の構成割

合 16.1％を占めている。次いで，「5～9人」規模が 14万 3956人で同 12.8％，「1～4人」

規模が 13万 6094人で同 12.1％の順となっている。 

 

4－2 従業者規模別男女比                       【表 4】 

「1～4人」規模で女性の比率が高い  

従業者規模別に男女比をみると，男性比は「200～299人」規模が 59.3％で最も高く，次

いで「300人以上」規模が 58.6％となっており，すべての規模で 5割を超えていた。それ

に対して女性比は「1～4人」規模が 47.4％で最も高く，次いで「5～9人」規模が 45.0％

となっており，すべての規模で 5割に満たなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 17 -



 

図 4 従業者規模別事業所数及び従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 従業者規模別従業者数の男女比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1～4人

57.5

12.1

5～9人

19.9

12.8

10～19人

12.1

16.1

4.1

20～29人

9.7

3.1

30～49人

11.3

50～99人

12.0

100人以上

25.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

事業所数

従業者数

(%)

1.8

男 女

1,120,793 634,775 485,279 56.6 43.3

人 136,094 71,598 64,495 52.6 47.4

143,956 79,002 64,833 54.9 45.0

180,305 103,876 75,999 57.6 42.2

108,305 61,296 46,938 56.6 43.3

127,045 73,384 53,626 57.8 42.2

134,987 77,877 57,029 57.7 42.2

116,727 65,824 50,903 56.4 43.6

50,771 30,113 20,658 59.3 40.7

122,603 71,805 50,798 58.6 41.4

100 人以上(再掲) 290,101 167,742 122,359 57.8 42.2

男 女
男女比(％)

従業者数

100 ～ 199

200 ～ 299

300 人 以 上

総数

5 ～ 9

10 ～ 19

20 ～ 29

30 ～ 49

50 ～ 99

従 業 者 規 模

総数

1 ～ 4
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5 従業上の地位別                       【表 5 図 5】 

「正社員・正職員」が 5割以上を占める 

全産業の事業所について，従業上の地位別に従業者数をみると，「雇用者」が 99万 1202

人と全従業者数構成割合の 88.4％を占めている。次いで「有給役員」が 7万 3051人で同

6.5％，「個人業主」が 4万 2946人で同 3.8％，「無給の家族従業者」が 1万 3594人で同

1.2％となっている。また，この 4 区分別で従業者数の男女比をみると男性比は「有給役

員」が 71.4％と最も高く，次いで「個人業主」の 69.1％となっている。女性比は「無給

の家族従業者」が 77.9％と最も高く，次いで「雇用者」の 44.4％となっている。 

「雇用者」の内訳をみると，「正社員・正職員」が 61 万 7393 人で雇用者全体構成割合

の 62.3％を占め最も多く，次いで「正社員・正職員以外」が 32 万 3236 人で同 32．6％，

「臨時雇用者」が 5 万 573 人で同 5.1％となっている。また「雇用者」内訳別で従業者数

の男女比をみると，男性比は「正社員・正職員」が 68.5％と最も高く，女性比は「正社員・

正職員以外」が 67.5％と最も高かった。 

 

表 5 従業上の地位，男女別従業者数 

男 女 男 女

総数 1,120,793 634,775 485,279 100.0 100.0 100.0 56.6 43.3

　個人業主 42,946 29,674 13,272 3.8 4.7 2.7 69.1 30.9

　無給の家族従業者 13,594 3,006 10,588 1.2 0.5 2.2 22.1 77.9

　有給役員 73,051 52,190 20,861 6.5 8.2 4.3 71.4 28.6

　雇用者 991,202 549,905 440,558 88.4
(100.0)

86.6
(100.0)

90.8
(100.0)

55.5 44.4

　　常用雇用者 940,629 527,059 412,831 83.9
(94.9)

83.0
(95.8)

85.1
(93.7)

56.0 43.9

　　　正社員・正職員 617,393 422,614 194,667 55.1
(62.3)

66.6
(76.9)

40.1
(44.2)

68.5 31.5

　　　正社員・正職員以外 323,236 104,445 218,164 28.8
(32.6)

16.5
(19.0)

45.0
(49.5)

32.3 67.5

　臨時雇用者 50,573 22,846 27,727 4.5
(5.1)

3.6
(4.2)

5.7
(6.3)

45.2 54.8

割合(％)

総数 男 女

総数に占める構成割合(％)
※(　)内は「雇用者」にしめる構成割合総数

従業者数

従業上の地位 総数に占める男女比(％)

 
※総数には，男女別が不詳の従業者を含むため，男女の計は総数と一致しない。 

図 5 従業上の地位別男女比 

56.6

69.1

22.1

71.4

68.5

32.3

45.2

43.3

30.9

77.9

28.6

31.5

67.5

54.8

総数

個人業主

無給の家族従業者

有給役員

正社員・正職員

正社員・正職員以外

臨時雇用者

男 女
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6 異動状況         【表 6】 

民営事業所の総数に占める新設事業所の割合は，7.7％ 

平成 18年以降の民営事業所の異動状況をみると，新設事業所数は 8,187 事業所，廃業事

業所は 1 万 9389 事業所となっており，民営事業所の総数に占める新設事業所の割合は 7．

7％となっている。 

 

表 6 経営組織，存続・新設・廃業別事業所数(民営) 

存続事業所 新設事業所

総数 106,937 97,764 8,187 91.4 7.7 19,389

　個人 43,486 41,147 2,294 94.6 5.3 8,716

　法人 62,963 56,196 5,827 89.3 9.3 10,512

　　会社 56,144 49,929 5,331 88.9 9.5 9,567

　　会以外の法人 6,819 6,267 496 91.9 7.3 945

※総数には，存続・新設が不詳の事業所を含む。

総数 総数に占める割合(％) 廃業事業所

事　業　所　数

新設事業所存続事業所

 

 

【注意事項】 

・存続事業所 

調査日現在に存在した事業所のうち，平成 18年事業所・企業統計調査で調査された事業

所をいう。また，商業・法人登記等の行政記録で新たに把握した事業所のうち，平成 18

年以前に開設した事業所も存続事業所とする。 

・新設事業所 

調査日現在に存在した事業所のうち，平成 18年事業所・企業統計調査以降に開設した事

業所をいう。 

・廃業事業所 

平成 18 年事業所・企業統計調査で調査された事業所のうち，平成 21 年経済センサス‐

基礎調査で把握されなかった事業所をいう。 
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7 地域別 

7－1 広域圏，市町村別事業所数,従業者数               【表 7－1，2】 

事業所数，従業者数ともに仙台都市圏が 6 割を超える 

広域圏別に事業所数をみると，仙台都市圏が 6万 6416事業所と県全体の構成割合 60.3％

を占め最も多く，次いで石巻圏が 1万 1425事業所で同 10.4％，大崎圏が 1万 36事業所で

同 9.1％となっている。市町村別にみると，仙台市が 4万 8667事業所で同 44.2％(仙台都

市圏構成割合 73.3%)を占め最も多くなっており，次いで石巻市が 9,072事業所で同 8.2％

(石巻圏構成割合 79.4％)，大崎市が 6,624事業所で同 6.0％(大崎圏構成割合 66.0％)とな

っている。 

広域圏別に従業者数をみると，仙台都市圏が 75万 4630人と県全体の構成割合 67.3％を

占め最も多く，次いで大崎圏が 9万 1002人で同 8.1％，石巻圏が 9万 476事業所で同 8.1％

となっている。市町村別にみると，仙台市が 58 万 1755 人で同 51.9％(仙台都市圏構成割

合 77.1％)を占め最も多くなっており，次いで石巻市が 7 万 1512 人で同 6.4％(石巻圏構

成割合 79.0％)，大崎市が 6万 802人で同 5.4％(大崎圏構成割合 66.8％)となっている。 

 

7－2 市町村ごとの産業中分類別事業所数，従業者数           【表 7－3，4】 

市町村ごとの産業中分類別事業所数 1位産業で最も多い産業は「飲食店」  

同従業者数第 1位産業で最も多い産業は「食料品製造業」，「飲食料品小売業」 

市町村ごとの産業中分類別事業所数第 1位産業をみると仙台市，石巻市など13市町で「飲

食店」が最も多かった。次いで，「飲食料品小売業」が白石市，蔵王町など 12 市町で事

業所数第 1位産業となっている。 

市町村ごとの産業中分類別従業者数第 1位産業をみると「食料品製造業」(石巻市，塩竈

市など)，「飲食料品小売業」(多賀城市，大崎市など)がそれぞれ 6市町で最も多かった。 
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表 7－1 広域県別事業所数，従業者数 

構成割合
(％)

構成割合
(％)

　総　　数 110,209 100.0 1,120,793 100.0 10.2

1 仙 南 圏 8,405 7.6 78,596 7.0 9.4

2 仙 台 都 市 圏 66,416 60.3 754,630 67.3 11.4

3 大 崎 圏 10,036 9.1 91,002 8.1 9.1

4 栗 原 圏 3,703 3.4 30,670 2.7 8.3

5 登 米 圏 4,729 4.3 35,442 3.2 7.5

6 石 巻 圏 11,425 10.4 90,476 8.1 7.9

7 気 仙 沼 ・ 本 吉 圏 5,495 5.0 39,977 3.6 7.3

事業所数 従業者数
1事業所
当たりの
従業者数

広 域 圏

 

 

 

表 7－2 事業所数，従業者数上位 10市町村 

 

110,209 100.0 1,120,793 100.0 10.2

1 仙 台 市 48,667 44.2 (73.3) 1 仙 台 市 581,755 51.9 (77.1) 12.0

2 石 巻 市 9,072 8.2 (79.4) 2 石 巻 市 71,512 6.4 (79.0) 7.9

3 大 崎 市 6,624 6.0 (66.0) 3 大 崎 市 60,802 5.4 (66.8) 9.2

4 登 米 市 4,729 4.3 (100.0) 4 登 米 市 35,442 3.2 (100.0) 7.5

5 気仙沼市 4,102 3.7 (74.6) 5 名 取 市 31,395 2.8 (4.2) 11.2

6 栗 原 市 3,703 3.4 (100.0) 6 栗 原 市 30,670 2.7 (100.0) 8.3

7 塩 竈 市 3,285 3.0 (4.9) 7 気仙沼市 30,232 2.7 (75.6) 7.4

8 名 取 市 2,799 2.5 (4.2) 8 多賀城市 25,323 2.3 (3.4) 10.0

9 多賀城市 2,521 2.3 (3.8) 9 塩 竈 市 23,259 2.1 (3.1) 7.1

10 岩 沼 市 2,017 1.8 (3.0) 10 岩 沼 市 22,284 2.0 (3.0) 11.0

他の26市町村 22,690 20.6 - 他の26市町村 208,119 18.6 -

県　計

1事業所当たり
の従業者数

(人)
従業者数

構成割合(%)
※( )内は広域圏
に占める割合

県　計

順
位

市町村 事業所数
構成割合(%)
※( )内は広域圏
に占める割合

順
位

市町村
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表 7－3 市町村ごとの産業中分類別事業所数第 1位産業 

市町村

07 職別工事業（設備工事業を除く） 色麻町

44 道路貨物運送業 大衡村

58 飲食料品小売業
白石市，蔵王町，七ヶ宿町，村田町，川崎町，丸森町，松島町，
大郷町，加美町，女川町，本吉町，南三陸町

60 その他の小売業 登米市，栗原市，亘理町，涌谷町

69 不動産賃貸業・管理業 名取市，多賀城市

76 飲食店
仙台市，石巻市，塩竈市，気仙沼市，角田市，岩沼市，東松島市，
大崎市，蔵王町，大河原町，柴田町，利府町，大和町

78 洗濯・理容・美容・浴場業 山元町，七ヶ浜町，富谷町,美里町

※蔵王町は，「飲食料品小売業」「飲食店」が同数である

産業中分類

 

 

 

表 7－4 市町村ごとの産業中分類別従業者数第 1位産業 

市町村

01 農業 色麻町

06 総合工事業 登米市，加美町，本吉町

09 食料品製造業 石巻市，塩竈市，気仙沼市，柴田町，女川町，南三陸町

21 窯業・土石製品製造業 大郷町

23 非鉄金属製造業 山元町

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 白石市，村田町，涌谷町

30 情報通信機械器具製造業 大和町

31 輸送用機械器具製造業 角田市，丸森町

44 道路貨物運送業 岩沼市，大衡村

58 飲食料品小売業 多賀城市，大崎市，大河原町，亘理町，七ヶ浜町，利府町

75 宿泊業 蔵王町，松島町

76 飲食店 仙台市，名取市，富谷町

80 娯楽業 川崎町

81 学校教育 七ヶ宿町

85 社会保険・社会福祉・介護事業 栗原市，美里町

97 国家公務 東松島市

産業中分類
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